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京都府条例における建築物関係の届出に係る事務フロー 
■特定建築物（延床面積 2,000 ㎡以上の建築物）                ※添付資料等の詳細は、府 HP をご確認下さい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■準特定建築物（延床面積 300 ㎡以上 2,000 ㎡未満の建築物）※ R4.4.1 施行（施行日以前に建築確認申請が提出されたものは対象外） 

 

 
 
■「特定建築物排出量削減計画書」

の作成・提出 
 [添付資料（抜粋）] 
・CASBEE 
・府内産木材等基準量算出シート 
・温室効果ガス削減措置の内容が

分かる資料 
・建築物省エネ法に基づく建築物

エネルギー消費性能確保計画に

添付する「各種計算書」の写し等  
■「特定建築物再生可能エネルギー

導入計画書」の作成・提出 
 [添付資料（抜粋）] 
・再エネ設備導入量計算シート 
・導入設備の仕様書又はカタログ 
・導入設備の配置図 
 
■上記計画「変更届」の作成・提出 
 
■「工事完了届」の作成・提出 

[添付資料（抜粋）] 
・府内産木材の使用に係る証明書 
・再エネ設備導入量計算シート 
・導入設備の仕様書又はカタログ 
・導入設備の配置図 

特定建築主 
 

京都府 

 
 
 
 
[対応事項] 
・各種届出の受付 
・チェックシートの確認 等 

 
 
 
 
[確認内容] 
・計画書（面積等概要のみ） 
・CASBEE 関係 
・建築物省エネ法に基づく建

築物エネルギー消費性能

確保計画に添付する「各種

計算書」の写し 等 

 
 
 
 
[確認内容] 
・計画書（総括） 
・府内産木材等の使用関係 
・再エネ設備導入関係 等 
 

計画書の受付 

建築指導課 脱炭素社会推進課 

計画書の 
受理・審査 

変更届の受付 変更届の 
受理・審査 

変更届の 
受理・審査・公表 

計画書の 
受理・審査・公表 

完了届の受付 完了届の 
受理・審査 

完了届の 
受理・審査・公表 

[変更届 提出要件]  
① 特定建築主の氏名及び住所の変更（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
② 特定建築物の床面積の増加（特定建築物再生可能エネルギー導入計画書も同様） 
③ 特定建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の値の変化 
④ 府内産木材等の使用基準量の変更 
⑤ 特定建築物の温室効果ガス排出量の削減を図るための措置の変更 
⑥ 特定建築物に導入すべき再エネ設備等から得られる熱及び電気の量の減少 
⑦ 再エネ設備等の種類の変更 

提出  

■提出期限 
 
○計画 
工 事 着 工
21 日前ま
で 
 
○完了 
工 事 完 了
15 日以内 

送付 送付 

送付 送付 

送付 送付 

 
■「工事完了届」の作成・提出 

[提出資料] 
・完了届（第 4 号の 2 様式） 
・再エネ設備導入量計算シート 
・導入設備の仕様書又はカタログ 
・導入設備の配置図 

準特定建築主 
 

 
 
 

脱炭素社会推進課 

完了届の 
受理・審査・公表 

土木事務所 
※京都市内：京都市建築審査課 
※宇治市内：宇治市建築指導課 

<提出先> 
京都府内（京都市・宇治市を除く）：京都府 府民環境部 脱炭素社会推進課  

（持参又は郵送いずれも可） 
※京都市内で建築する場合：京都市都市計画局建築指導部建築審査課  
※宇治市内で建築する場合：宇治市都市整備部建築指導課 

■提出期限 工事完了 15 日以内 

京都府 


